	自転車小売業


景況感は、平成23年と変わらず横ばい気味で、今後も同様とみられる。需要は、飽和状態にあり安定した更新需要が続いてきたが、少子高齢化による影響とみられる減少感が22年頃からみられる。小規模店舗の減少傾向が続く中で、チェーン店の出店が増加傾向にあり、競争が激しくなってきている。小規模店舗では、競合と後継者難から事業の継続が危ぶまれ、減少するとみられる。
業界の動向　

自転車は、用途や対象年齢等で分類されており、シティ車（片スタンド装着が多い）、俗にママチャリと称されるホーム車（籠や自立スタンド装着）、折りたたみ車、子供車、幼児車、マウンテンバイク、スポーツ車、電動アシスト車などがある（国内販売動向調査月報（財）自転車産業振興協会）。売上の中心はホーム車である。
電動アシスト車は、22年に出荷台数でオートバイを上回り、価格の低下や電池性能の向上及び装備モデルの多様化により、今後も既存の自転車に置き換わりシェアを伸ばすものとみられている。
国内市場で販売される自転車は、戦後の国産車優位の時代、堺地域が自転車製造の一大産地を形成していた。1980年代頃からは、廉価な自転車の輸入増により、今や市場の９割は外国産が占めている。
国内の自転車保有状況は平成20年時点で6,910万台である（（財）自転車協会「都道府県別自転車保有台数」以後は作成されず）。20年までの保有台数のピークは、18年の7,189万3千台で、以降は横ばい気味ながら暫減傾向にあると業界では見ている。この、暫減傾向の背景には高齢化による自転車離れと、少子化による購入減が影響してきているとみられる。
自転車小売業の全国規模は、平成19年商業統計 産業編（経済産業省）によると、事業所数11,467店、年間商品販売額1,336億5,400万円、従業者数21,212人である。そのうち従業者数１～４人の規模の事業所が、11,067店と零細な事業者が多い業界である。近年、事業所数は減少傾向にあり、５年前の14年値と比較すると、14年の全国の事業所数は13,568店、また、年間商品販売額は1,412億800万円であり、19年には減少していることがわかる。
市場の流通構造は、戦後から1980年代頃までは完成車メーカーや製造卸が主役であったが、その後、90年代頃からは海外から廉価な自転車が商社等を通じて流入するようになり、スーパーやホームセンターなどでの販売を伸ばすに連れ、完成車メーカーや製造卸の地位の低下と衰退が進んだ。90年代後半頃には専門小売チェーンが急激に台頭し、小売業が流通の主役となってきた。大手スーパーの中には、自転車販売の子会社を設立し、自社のショッピングセンター内に店舗を設置しているところもある。また、2000年代には、インターネット販売に取組む事業者も増加してきた。
自転車の販売動向には、季節性とイベント性があり、冬場の販売は鈍く暖かい季節に売れる気候による大きな変動があり、また、春の３～４月の新入学・就職などのイベント時期に販売のピークとなる傾向が全国的にある。

大阪の特徴
大阪府の自転車小売業の規模は、19年で事業所数910店、商品販売額185億6,400万円、従業者数2,087人と東京都についで第２位であり、販売額の全国シェアは13.9％である（図表１）。事業所数の減少は、府下でも進んでおり14年には1,146店あり、５年で200店超の減少となっている。また、府内の業界団体によれば組合員数も昭和30年代に2,000名を超えていた時期もあったが、現在は700名を割り込むほどに減少している。
大阪府の自転車保有台数は平成13年に600万台に達し、18年には保有台数725万６千台をピークとして20年に651万５千台と減少し、最近は650万台程度の保有状況で推移し販売台数は横ばい傾向と推測されている。
自転車１台当たりの人口は、20年で1.3人と、全国平均1.8人よりも少なく、埼玉・東京都と並んで全国の最小水準となっており、普及率が高く、市場は飽和状態にあることがわかる（（財）自転車協会）。
大阪の事業所の中には、小規模店舗から出発し、チェーン店を全国に展開する上場企業となった事業者も存在する。その他にも、大阪を本拠として近畿圏を中心にチェーン展開する事業者も複数存在している。また、関東を中心として展開する事業所が進出してきている状況もあり、チェーン店間の競合も増してきている。
最近の景況
聞き取り調査による最近の景況感は、23年同期並みで売上げの上昇は感じられず、今後も大きな変化はないとみられる。

全国の景況感をみると、23年も業況感は悪かったが、24年はそれよりも悪化傾向で推移してきたとしている（（財)自転車産業振興協会の国内販売動向調査月報、図表２）。24年11月の調査では、前年同月よりも悪化し、近年における最低水準となっており、景気の停滞感が強いものとなっている。
仕入れ面では、中国製が多くを占めているが、特に大きな変化は、現れていない。為替は元高傾向にあるものの、仕入れ価格に対して影響は今のところ出ていない。卸の中には、値下げを実施してきたところもある。

個店経営の事業所では、売上げの拡大は容易ではなく、利益率の良い修理や部品売上げの割合を高めようとしている。そのためには、地域密着で来店しやすい店づくりと接遇に心がける努力を行っている。しかしながら、修理の代表格であるパンク修理の価格は800～1000円であったものが、競争状態によっては300～500円と値崩れをしており、また、空気入れも無料で実施するところもあるなど厳しさがうかがえる。新車販売は、以前のような地縁による販売は難しくなり、品揃えの良い大型店に客を奪われることもあるが、店と客宅との地理的近接性による利便さを生かした良好なコミュニケーションで顧客を獲得しようとしている。
今後の見通し
市場は飽和状況であるが、業界全体としては、チェーン店のシェアが上昇し、競争の激化が予想され、小規模事業所の減少は続くとみられる。
また、少数ではあるがロードレーサーのようなスポーツ車を中心としたマニア向けの店舗作りで顧客の獲得と固定化に取組むところもある。今後、このような特色のある店作りをおこなうところも増えてくるのではとみられる。
電動アシスト自転車あるいは、幼児２人同乗用自転車の購入に対して、少子高齢化対策や二酸化炭素削減対策として購入費の助成を行う県市（大阪府では松原市）が全国に20件以上あり、このような取組を行政に期待するところもあるが、事業の予算枠は小さく、実施されても事業所の売上げを底上げするまでには至らないとみられる。　　　　　　　　　　　（肥山 正秀）
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自転車小売業（平成19年）

事業所数　従業者数(人)

年間商品販売額

(百万円)

東京都 1,204 2,467 21,728

大阪府 978 2,087 18,564

埼玉県 708 1,357 8,215

全国計 11,467 21,212 133,654

資料:経済産業省『商業統計(産業編)』


[image: image2.emf]資料:(財)自転車産業振興協会

（注）業界DIは、今後２～３カ月の販売見通しが「好転」とする販売店割合と同「悪化」

　　　とする販売店割合の差。

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平成24年-29.5 -2.1 -24.5-28.1-34.7-30.9-33.0-30.8-43.3-37.7-52.6

23年-17.0 4.2 -18.6-25.0-33.3-31.2-26.3-28.1-35.7-44.7-49.5-39.8
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図表２ 業況DI（今後２～３カ月）
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